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] 市町村の配偶者暴力相談支援センター
市町村の支援センターは、被害者にとって最も身近な行政主体における支援の窓口であり、
その性格に即した基本的な役割について、中心的な業務として特に積極的に取り組むことが望
ましい。
具体的には、相談窓口を設け、配偶者からの暴力を受けた被害者に対し、その支援に関する
基本的な情報を提供すること、一時保護等の後、地域での生活を始めた被害者に対し、事案に
応じ、適切な支援を行うために、関係機関等との連絡調整等を行うとともに、身近な相談窓口
として継続的な支援を行うことが考えられる。
また、当該市町村の住民以外からの相談が寄せられた場合にも円滑な支援ができるよう、こ
うした場合の対応について、あらかじめ近隣の市町村及び都道府県の支援センターと検討して
おくことが望ましい。

^ 民間団体との連携
法第３条第５項において、支援センターは、その業務を行うに当たっては、必要に応じ、配
偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るための活動を行う民間の団体との連携に努める
ものとすることとされている。
配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護については、この問題に取り組む民間団体も大き
な役割を担っており、被害者の多様な状況に対応するためには、このような民間団体と支援セ
ンターとが、必要に応じ、機動的に連携を図りながら対応することが必要である。このため、
日ごろから、日常の業務の中で、両者が情報を共有し緊密な関係を構築していくことが必要で
ある。
民間団体との連携の例としては、相談業務、広報啓発業務、同行支援等の自立支援、研修等
における専門的知見の活用、関係機関の協議会への参加の招請等様々なものが考えられる。実
際の支援に当たっては、必要に応じ、民間団体と意見交換、調整を行って、対応することが望
ましい。また、支援センターについては、当該支援センターの業務の委託について、別途法令
の定めがある場合を除き、その業務の全部又は一部を民間団体に委託することも可能である。
業務の委託を含め、どのような連携を行うかは支援センターの状況、個々の被害者の状況等個
別の事案に即して、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を効果的に行う観点から、当該
地域で活動する民間団体の状況及びその意見を踏まえて、それぞれの支援センターにおいて判
断することが望ましい。

２ 婦人相談員
法第４条において、婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要な指導を行うことができること
とされており、基本計画の策定や見直しにおいては、その十分な活用について、検討を行うこと
が必要である。
なお、婦人相談員が設置されていない市においては、その必要性の有無について、不断に検討
することが必要である。
婦人相談員は、婦人相談所、福祉事務所等において配偶者からの暴力の被害者に関する各般の
相談に応じるとともに、その態様に応じた適切な援助を行うことが必要である。
また、被害者は不安感を抱えながら相談に訪れることが多いため、被害者にとっての安全を第
一に考え、秘密が守られる環境の中で、その訴えが十分受け入れられることが重要である。した
がって、婦人相談員は被害者の立場に立って共に問題解決を図ろうとする援助者であることにつ
いて被害者の理解を得ること、信頼関係に基づいて援助を行うことが必要である。
さらに、問題の解決に当たっては、被害者自らが選択、決定することが基本であり、婦人相談
員は、このために必要な情報を提供し、適切な助言を行うことが必要である。また、被害者の自
立の促進、保護命令制度の利用、保護施設の利用等についての情報提供、助言、関係機関との連
絡調整等、法第３条第３項各号に規定されている業務について中心的な役割を担うものであり、
こうした各種の援助が的確に実施されるよう、関連の法律や施策、制度等について十分な知識を
得るよう努めることが必要である。
３ 配偶者からの暴力の発見者による通報等
\ 通報
ア 一般からの通報
Ê 通報の意義とその必要性
配偶者からの暴力は、家庭内で行われることが多く、外部から発見することが困難であ
る上、被害者も加害者からの報復や家庭の事情等様々な理由から支援を求めることをため
らうことも考えられる。被害者を支援するための情報を広く社会から求めるため、法第６

条第１項において、配偶者からの暴力を受けている者を発見した者は、その旨を通報する
よう努めなければならないこととされており、通報先については、この通報の趣旨が被害
者の保護であることから、被害者の支援の中核である支援センター、また、暴力の制止等
の緊急の対応も必要となることから、警察官とされている。

Ë 国民に対する啓発
都道府県及び市町村においては、配偶者からの暴力の被害者を発見した者は、その旨を
支援センター又は警察官に通報するよう努めることの周知を図ることが必要である。また、
配偶者からの暴力の防止に関する理解を深めるための啓発を行う際には、その内容に応じ、
通報の趣旨等についても適切に周知することが望ましい。
国においては、通報についての法の規定とその趣旨等について、様々な機会を利用して
啓発に努める。

イ 医師その他の医療関係者等からの通報
Ê 通報の意義とその必要性
医師その他の医療関係者（医師、歯科医師、保健師、助産師、看護師、医療ソーシャル
ワーカー等をいう。以下同じ。）は、日常の業務を行う中で、配偶者からの暴力の被害者を
発見しやすい立場にあることから、医療関係者には、被害者の発見及び通報において積極
的な役割が期待される。
そのため、法第６条第２項においても、医療関係者が業務を行うに当たって配偶者から
の暴力の被害者を発見した場合には通報することができることとされ、通報先は、一般か
らの通報と同様に支援センター又は警察官とされている。また、同条第３項により当該通
報は守秘義務違反に当たらないとされている。
医療関係者にあっては、この趣旨を踏まえ、配偶者からの暴力の被害者を発見した場合
には、守秘義務を理由にためらうことなく、支援センター又は警察官に対して通報を行う
ことが必要である。

Ë 被害者の意思との関係
配偶者からの暴力の被害者に対する支援は、被害者自身の意思を尊重して行われること
が必要である。具体的には、被害者の意思に反し通報が行われると、被害者の受診が妨げ
られたり、被害者の安全が脅かされるおそれもある。そのため、医療関係者は、原則とし
て被害者の明示的な同意が確認できた場合にのみ通報を行うことが望ましい。ただし、被
害者の生命又は身体に対する重大な危害が差し迫っていることが明らかな場合には、その
ような同意が確認できなくても積極的に通報を行うことが必要である。

Ì 被害者に対する情報提供
法第６条第４項に規定されているように、医療関係者は、被害者が自らの意思に基づき
支援センター、婦人相談員、相談機関等を適切に利用できるよう、これらの関係機関に関
する積極的な情報提供を行うことが必要である。このため、医療機関においては、医療ソー
シャルワーカー等被害者に対する情報提供の窓口を決めておくなど、被害者が受診した場
合の医療機関としての対応をあらかじめ検討しておくことが望ましい。また、医療機関に
よる情報提供に資するよう、地方公共団体において、被害者向けのカード・パンフレット
等を医療機関に提供することが望ましい。

Í 医療関係者に対する周知
医療関係者による通報や情報提供等を通じた被害者の支援を図るため、都道府県におい
て、関係団体に協力を求め、医療関係者に対し、通報や情報提供に関する法の規定とその
趣旨、支援センター、婦人相談員、相談機関の機能等について、医療関係者向けの広報や
研修、医療関係者に対する関係機関の協議会への参加の呼び掛け、医療関係者を対象とし
た対応マニュアルの作成や配布等様々な機会を利用して周知を行うことが望ましい。また、
市町村においても、関係団体に協力を求め、医療関係者に対して、関係機関の協議会への
参加の呼び掛けを行うなど、機会を捉えて周知を行うことが望ましい。
国においては、都道府県及び市町村におけるこうした取組が着実に根付くよう、関係団
体への働き掛け等に努める。˜
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